
２０２２年　６月　１７日

代表取締役社長　中川　浩行

(単位：千円)

3,871,507 1,813,176

現 金 預 金 21,941 工 事 未 払 金 1,229,860

受 取 手 形 16,334 未 払 金 39,736

完 成 工 事 未 収 入 金 1,453,793 未 払 費 用 34,157

工 事 売 掛 金 240,772 未 成 工 事 受 入 金 48,182

未 成 工 事 支 出 金 86,223 契 約 負 債 218,883

材 料 貯 蔵 品 532 未 払 法 人 税 等 1,118

未 収 入 金 50,081 預 り 金 202,665

関 係 会 社 預 け 金 1,990,000 完 成 工 事 補 償 引 当 金 2,272

そ の 他 11,826 賞 与 引 当 金 36,300

69,728

18,269 50,825

建 物 3,075 長 期 未 払 金 2,800

建 物 附 属 設 備 0 退 職 給 付 引 当 金 48,025

什 器 備 品 8,694 1,864,001

土 地 6,500

3,493 2,077,233

47,964 100,000

投 資 有 価 証 券 777 1,977,233

関 係 会 社 株 式 2,500 繰 越 利 益 剰 余 金 1,977,233

繰 延 税 金 資 産 33,109

そ の 他 11,578 2,077,233

3,941,235 3,941,235

利 益 剰 余 金

資 本 金

負 債 純 資 産 合 計資 産 合 計

純 資 産 合 計
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1 重要な会計方針に係る事項

資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び 関連会社株式

　評価方法 　　移動平均法による原価法

その他有価証券

　　市場価格のない株式等　　移動平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準及び 未成工事支出金　　個別法による原価法

　評価方法 材料貯蔵品　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

　　　　　　　　　基づく簿価切下げの方法により算定）

固定資産の減価償却の方法 有形固定資産　　定率法　　但し、1998年4月1日以降に取得した建物並びに2016年

　　　　　　　　　　　　　4月1日以降に取得した資産については定額法によって

　　　　　　　　　　　　　いる。なお、耐用年数及び残存価額については、法人

　　　　　　　　　　　　　税法の定めと同一の基準によっている。

無形固定資産　　定額法　　但し、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

　　　　　　　　　　　　　ける見込利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用して

　　　　　　　　　　　　　いる。

引当金の計上基準

完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去の実績をもとに、将来の瑕疵

補償見込を加味して計上している。

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当事業年度末における支給見

込額に基づき計上している。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、簡便法により、内規に基づく期末自己都合要支

給額を計上している。

収益及び費用の計上基準 主要な事業である建設事業においては、顧客との工事請負契約に基づき、目的物
の完成及び顧客に引渡す義務を負っている。当該履行義務は、主として工事の進
捗に伴い支配を顧客に移転することとなるため、一定の期間にわたり充足される
と判断しており、履行義務の充足に係る進捗度に基づき、一定の期間にわたり収
益を認識している。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日
までに発生した工事原価が、予想される工事原価総額に占める割合に基づいて
行っている。履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができない
が、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を
認識することとしている。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を
充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事については、代替的な取扱
いを適用し、一定期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点
で収益を認識している。
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当期純利益 72,187千円

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。

当期純損益金額
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